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第7由衛生工学シンポジウム
1999.11北海道大学学術交流会館

3-6 環境マネジメントシステムの運用による中小企業の

地球混暖化助止取締事例

伊藤 司(株式会社エコニクス)

1 .はじめに

環境マネジメントシステム (EMS)とは，経営

管理の仕組みである PDCAサイク Jレを環境保全

のための管理の仕組みとして適用したものである。

具体的には，第 1閣に示したように，組織の最高

経営層が環境方針を立て，その実現のために計画

(Plan) し，それを実施及び運用 (Do) し，その

結果を点検及び、是正 (Check)し，もし不都合があ

ったならばそれを見直し (Action)，再度計画を立

てるというシステムを構築することで，このシス

テムを継続的に運用することによって，環境負荷

の低減や環境関連の事故を未然に妨止することが

可能となる。 1996年に制定されたお014001

(J1SQ14001)規格は，このEMSを導入するため

の仕様を示した属探的な基準であり，この規格に

は，企業活動，製品及びサ}ピスの環境負荷の低

減といった環境パフオ}マンスの改善を図る仕組

みが，継続的に改善されるシステムを構築するた

めの 17項目の要求事項が規定されている。

株式会社エコニクス(資本金:5，000万円，従

業員数:80名)は，この 18014001規格に適合し

たEMSを1997年8月から運用し(認証登録:1998 

年2月27自)，自然環境の調査分析等のコンサル

ACTION 
4.6経営腐による箆箆し

CH寵CK
4.5.1酎服ぴ測定
4.5.2本海合滋びにf是正
汲ぴ予紡処霞

4.5.3 ili日銀
4.5.4環滋マネジメント
システム監変

テイング業を営む北海道の中小企業として，組織

が管理又は影響力を及ぼすことができる地球及び

地域規模での著しい環境影響を継続的に改善する

ための取り組みを行っている。

本稿では，当社のEMSによる環境保全の取り

組みのうち，地球混暖化防止に関連する 1998年度

の取り組み実績の概要を中心として報告を行う。

2.株式会社エコニクスの EMSと地球温隠

化防止対策

当社のEMSは，全社企業務を対象として構築

及び運用されており，環境方針(1999年 9月 10

E改訂版)では，当社が行う環境調査などの金事

業活動が及ぼす環境影響を常に認識し，札根本社・

別館，泊事業所，恵庭研究所は勿論のこと，調査

フイ}ルドにおいても積極的な環境保全活動の推

進に努めることを宣言している。第 l表にこの環

境方針を達成するための中期的な到達点としての

環境目的 (1998年 5月 20日改訂版)を示した。

当社が関連する著しい環境影響としては， r生態
系破壊Jr職場環境Jr天然資源枯渇Jr廃棄物増
加Jrエネルギー枯渇Jr大気汚染Jr有益な環境
影響Jの7つの影響が環境影響評価の結果として

PlAN 
4.2 環境方針
4.3.1源域頓n筒
4.3.2法的汲ぴ
その他の要求事演

4.3.3霞的:&ぴ副菜
4.3.4環滋マネジメント
プログラム

DO 
4.4.1体制及び重量任
4.4.2郎総、自覚及び能力
4.4.3コミュニケーション
4.4.4音量焼マネジメント
システム文書嘗

4.4.5文書書管理
4.4.6 liIl用管恕
4.4.7緊急事態への準備
汲ぴ対応

第 1国 環境マネジメントシステム概愈囲
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特定され，環境影響登録簿の中で最新情報として

維持・管理されており，環境目的はこれら著しい環

境影響を計蘭的に改善するために設定されている o

当社の 9項目の環境自的については，それらの

関連する環境影響の性質から以下に示す3つのグ

Jレープに分類することができる。

a) 当社が行う環境調査業務に直接的に関連

する有害な環境影響を改善するための語

的(①，②，④及び⑤が該当)

b) 当社のオフィス業務に関連する有害な環

境影響を改善するための目的(①，⑤，⑥，

⑦及び@が該当)

c) 当社が行っている有益な環境影響に関連

した活動を更に推進するための目的(⑨が

該当)

当社のEMSにおいては，著しい環境影響とし

て直接的に管理を行う影響としては特定されてい

ないが，有害な環境影響を改善するために設定さ

れている上記 a)及び b)のグル}プに属する 5

つの環境話的が地球温暖化防止対策に調達してお

り，継続的な改善がPDCAサイクルにより図ら

れている。

第2表に地球温暖化防止対策に関連する 1998

年度目標，及び自標を達成するために実施した行

動内容，そして，それらの実施結果を示したが，

地球温暖化防止対策に関連する 15の数値目標の

うち 7項目については自擦を達成することがで

きなかった。これらの冨擦を達成することができ

なかった原因としては，次の3つの事項があげら

れている。

a) 行動内容として選択した取り組みが業務

上広く受け入れられていなかったこと(@

が該当)

b) 既存の設備での対応に限界があったこと

(⑦が該当)

c) 業務量の増大等に伴い各種使用量の増加

が生じたこと(④， @，⑥，⑦及び@が該

当)

特に，業務量増大等の要因の影響が大きいものと

考えられている oなお， 1999年度においては，こ

れらの3つの事項に配慮した修正が加えられ，環

境自的，目標，及び行動計画が新たに設定されて

u、る o

第 1表環境鴎的一監 (1998年度)

1998年度環境目的* 関連する環境影響
地球温暖化に関連する

活動区分

①調査時の生物サンプル採集による生態系
生態系破壊

への影響の削減

②薬品取扱い作業時の職場環境への影響の
職場環境

削減

③ OA用紙の使用による天然資源庄迫の部減 天然資漉枯渇

@使用フィルム本数及び写真プリント枚数 天然資源枯渇
廃棄物の排出

の削減 廃棄物増加

@鹿棄物の削減 廃棄物増加 麗棄物の排出

@電力使用量の削減 エネルギー枯渇 供給された電気の使用

⑦暖房燃料使用量の削減
大気汚染

燃料の使用
天然資源枯渇

@車両利用に伴う排気ガス発生による大気
大気汚染 燃料の使用

汚染の削減

@子どもたちへの環境教育の場の提供 有益な環境影響

*1998年5月 20B改訂版
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第2表環境目標達成状沼 (1998年度)

実施結果

潔務自的 1998年度目標本 1998年度行動内容' 評
削減率毒事

備

使用フィル

ム本数及び
実施部門での使用フイ Jレム

@ 写真プリン
本数及ぴ写真プリント枚数 -フィルムスキャナー及びデジタ 1レカメラのf克服 7イf;A: 104.9% × 

ト枚数の削
を97年度比 90%(売上高繍 を推進する 7"リント:101.5% × 

滅
正)に削減する

本社・別館における一般廃棄
-本社・別館において，徹底分別を行いリサイクル

物の排出f置を 97年度比70%
療を向上する

(J磁員数織.iE)に削減する
-本社・別宣告において，環境に配慮した製品購入を

61. 5% O 

f1i縫的に行う

i自事業所における一般溌来
. 7自事業所において，徹底分別を行いリサイクル率

物の排出最を 97年度比95%
を向上する

(職員数補正)に削減する
'78事業所において，環境に配慮した製品購入を積

51. 9% O 

極的に行う

研究所における 一般廃楽
-研究所において，徹底分泌を行いリサイクルE容を

物の排出量を 97年度比95%
向上する

(J減員数被疋)に隙滅する
-研究所において，環境に配慮した製品総入を積極

57.6% O 

的に行う

廃棄物の的
⑤ 

本社における業者への分析 .~先に対し，ホルマリンを使用しない手法の調査
滅 担当生物サンプル廃雪軽量(薬品 提案を行うことを推進する

廃波及び鼠体部分}を 97"f. -ホJレマリ aンの再利用を行う 28.5% O 
度比 95%(売上高補正)に -調査品目別のホルマリン最低必望書波皮を5監理し，
削減する 現場に富十没者号ft.を持っていく

研究所における援業廃楽物
-研究所においては，有害物質を用いない分析手法

(特別管理産業溌禁物含む)

を97年度比 95%(売上高有fi
の選択を行う 141. 4% × 

.iE)に削減する

本社における廃棄物後場を
-廃棄物置場の改築会実施する

検討の給条

改築する 実施せず

分析済築品含有生物サンプ
-生物分析後のベントス及び付着生物(ホJレ"'?1)ン

jレの廃ま延長削減手法を検討
等合有)の廃楽最削減手法を検討する

する
-生物分析後の昆虫類(酢酸エチ Jレ等合有)のf$ã~語
最削減手法を検討する

本社・別館における憶力使用
-コンピュ タ，照明， is気機穏などの節認を推進

援を 96年皮比 90%(売上高
する

補正)に削減する
-新規日韓入する低気機著書は消費電力の少ない機穏

93.6% × 

を選択する

i白事業所における電力使用
-コンピュ タ，照明，電気機著書などの節mを推進

憶力使用量 する
⑥ 
の削減

最を 97年度実績(売上高被
正)レベルで維持する

-新競購入する電気機器は消費認力の少ない機種
68.7% O 

を選択する

研究所における協力使湾最
-コンピュ タ，照明， E意気機器などの節E誌を推進

を97年度比 95%(売上高術
する

正)に削減する
-新規総入する電気機務は消費低力の少ない機穏

110.3 × 

を選択する

本社・別館における緩房燃料
-暖房機の塗i鼠設定を適正に管理し，使fflしていな

使ffl:!設を 96年度比90%に削
灯泊:92.2% × 

減する
い部分は暖房しない A重治 :77.6% O 

⑦ 
暖房燃料使 i自事業所における暖房燃料

-暖房機のli滋設定を巡.iEに管理し，使用していな
用量の泌滅 使用量を何年度比70%に刻

減する
い部分はi凌房しない

53:0% O 

本社・別館における緩房燃料
-本社・5JU宣自における裳ia管理について検討する

使ffl最削減手法を検討する

車両による経泌使用量を 96 -干土有率及びレンタカ における緩・拍車潟をガソ
年度比 90%(売上高補正) リン車両に転換し.NOxと粒子状物資の排出を 65.5% O 

車両利用に
レベルで維持する 削減する

f半う排気ガ
主事筒による燃料使用査を 96

-キ士服の際には，可能な奴り公共交通機関を利用す

③ ス発生によ
年皮比 90%(売上高被正) 105.3% 
レベルで維持する

るように努める
× 

る大気汚染

の削減
遇勤時のノ カ デの笑 -ノ カ}デの設定により，遇勤時の公共交i議機
施を維持する 関などの利用に努める

率雨による排気ガス総減手 .1草間による排気7fス削減手法について検討する
法を検討する

1998年5月初日改訂版
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3. E M Sの運用による温霊効果ガス削減実

結

当社のEMSの運用結果に基づき，温室効果ガ

スの排出及び削減実績を算定した。温室効果ガス

の排出量の算定は，環境庁の「地球温暖化対策の

推進に関する法律に基づく地方公共自体の事務及

び事業に係る混室効果ガス総排出最算定方法ガイ

ドラインj1)に準拠して行った。地球温暖化対策

の推進に関する法律(平成 10年 10月9自法律第

117号)では，二酸化炭素 (CO2)，メタン (C

H4) ，一般化ニ窒素 (N20)，ハイドロフルオロ

カーボン (HFC)，パーフルオロカーボン (PF 

C) ，六フッ化硫黄 (SF 6)の6種類のガスを温

室効果ガスとして規定しているが，当社の事業活

動に伴う温室効果ガス排出量の算定は，算定可能

な実測データが存在している項目について，二酸

化炭素の排出のみを対象として行った。なお， E 

MSでの取り組みが行われていなかった年度の排

出量を f基準年Jにおける排出量として比較を行

っている。

第2留に基準年における地球温暖化に関連す

る活動区分別の二酸化炭素排出量(均一CO2) の構

[一般廃楽物郎淵
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1996年度 1997年度 1996年度

[電力使用量的滅3

60P∞ 
8 50P∞ 
」
苧 40P∞
t;t 30.0∞ 
器削∞
~ 
持10P∞

52，589.6 
{義準年}

53，300.4 
(1D 1) 

1996年度 1997年度 199B年度

成比を示した。二酸化炭素の排出が最も多い活動

区分は 60.1%占める「車両の利用Jで，次いで「電

力の使用(19.6%)j，r暖房燃料の使用(17.8%)j，
f一般廃棄物の排出(2.5%)jのj肢となっている。

また，第3関に「一般廃棄物削減j，r電力使用
量削減j，r暖房燃料使用量削減J及ぴ f車両利用
による排気ガスの削減[ノートヂーの取り組みを除

く]jの取り組みに対応するニ酸化炭素の排出量

(kg-C02)の推移を，第4図には上記4つの取り

一般機築物

媛房燃料使用 2.日

17.8目

第2閉 基準年における活動区分別の二駿化炭素

排出量(均一CO2) の構成比

[緩闘蛸使用量白IJ減]

60.0∞ 
8 50，0∞ 
』
議40，脚
護30，0∞
警20，0∞
語10，0∞

47，699.2 
{器準年}

。
1996年度 1997年度 199B年度

(:i事荷 ~J用による排気ガス削減]
(1-力一子.自の取組を徐()

1 BOPOO 
161，326.9 
{義築年}

';: 160pOO 

t 140P∞ 
o 120P∞ 
事100POO
繋 BOPOO

認 60POO
.u 
話 40P∞
11 20POO 

。
1996年庶 1997年度 199B年度

第3図 をMSの各種融り組みに対応する二酸化炭素排出量 (kg-C02)の推移
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EMSの運用による二酸化炭素排出削減量 (kg-C02)

ることができたが， 1997年度については基準年の

値を 710.8kg-C02超過した排出量となった。 1997

年度における二酸化炭素の総排出削減量は，

1998年度は 37，816.8kg-C02 39，193.9 kg-C02， 

であった。

第 4関

組みに， rノーカーデーの実施jを加えた基準年に
対する 1997年度及び 1998年度の二酸化炭素の排

出部減量を示した。ノーカーデ}については，毎

R第2金曜日に実施されており，この他に車両通

勤者が自発的に設定するマイノーカーデーの実施

以上のことから， r暖房燃料使用量の削減Jの
取り組みについては確実な削減効果が期待できる

こと， rノーカ}デーの実施jについてはマイノー
カーデ}の促進等により更なる二酸化炭素の排出

削減が可能で、あること，そして， r車両利用による
排気ガスの削減[ノーカサ~の取り組みを徐く ]Jにつ

いては，業務量の増大等の影響を強く受け，削減

効果は大きいものの，不安定であることが示唆さ

IS014001規格が言及しているように， EMSの

趣旨は“栓会経済的ニーズとのバランスの中で環

境保全及び汚染の予跡"2)を実現して行くことに

あるが，当社のEMSの運用実績が示しているよ

うに，企業経営の中でどのようにそのバランスを

とって目標を達成し，具体的にどのように環境保

全を推進して行くかが，企業にとって，特に中小

金業にとっては課題となっている。
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おわりに

れた。

4 . 

も推進している。

基準年に対する二酸化炭素の削減率において

効果が大きいのは， r一般鹿棄物の削減 (0.66)J
の取り組みで，次いで， r暖房燃料使用量の削減
(0.80， 0.78)J， r車両利用による排気ガスの樹
減{ノサ寸~の取り組みを除く] (0.84， 0.91) Jの

}r頂であった。 f電力使用意削減jについては， 1998 

年度は基準年の 0.97までの部減をすることがで

きたが， 1997年度については基準年の値を超えた

排出(1.01) となった。

一方，碁準年に対する二酸化炭素の削減量にお

いて効果が大きいのは， r主主関利用による排気ガ
スの露目減〔ノートテや}の取り緩み惑と除く] (25，603.2 

及び、 13，718.1kg-C02)Jの取り組みで，次いで，

「暖房燃料使用量の削減 (9，723.6及び 10，557.2

kg-C02) J， rノーカーデーの実施 (4，578.0及び
9，695.7 kg-C02)J， r一般廃棄;物の削減 (2，278.4
kg-C02) Jの}I慌であった or電力使用量削減jにつ
いては， 1998年度には 1，567.5kg-C02の削減をす



当社のEMSの運用は，量的には僅か日本人3

~4 人分のニ酸化炭素の年間排出量を削減したに

過ぎないが，従来の環境保全の仕組みにはなかっ

た環境保全のためのツ}ルである PDCAサイク

ルを有効に機能させて，温室効果ガスの削減を含

めた環境保全の取り組みを継続的に推進して行く

ことが重要であるものと認識している。
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